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ユニバーサルサービス（基礎的電気通信役務）制度に係る 

修正番号単価の公表について 

 

 

一般社団法人電気通信事業者協会(会長：田中 孝司)は、４月２２日開催の支援業

務諮問委員会(委員長 齊藤忠夫東大名誉教授)の答申を受けて、本日、ユニバーサルサ

ービスに係る修正合算番号単価及び修正番号単価を下記のとおり算定したのでお知ら

せします。 

 

 

記 

１ 修正番号単価とは 

 

ユニバーサルサービス制度に係る負担金の額の算定に用いる番号単価は、算定対象

電気通信番号の総数の増減等を勘案して、半年に１回見直しを行うこととなっていま

す。 

今回の見直しは関係規定に基づき、平成２５年１月から１２月までの予測算定対象

電気通信番号の総数の合計を基礎として算定した番号単価（平成２５年１月末以降の

算定対象電気通信番号に適用される合算番号単価３円）について、平成２５年７月か

ら１２月までの予測算定対象電気通信番号の総数に基づき算定したものです。 

 

 

 

２ 今回算定した修正合算番号単価及び修正番号単価 

 

○ 修正合算番号単価 

１電話番号当たり ３円／月 で現在の番号単価と同額 

 

○ ＮＴＴ東西に係る修正番号単価 

ＮＴＴ東日本に係る修正番号単価  １.７５８２１１５１円 に修正 

（ 現在の番号単価 １.７５９６９０１８円 ） 

 

ＮＴＴ西日本に係る修正番号単価  １．２４１７８８４９円 に修正 

（ 現在の番号単価 １．２４０３０９８２円 ） 

 

 

 

ＴＣＡ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ 



３ 修正番号単価等の適用の時期 

 

平成２５年７月～１２月の算定対象電気通信番号に係る負担金の額の算定に適

用 

 

 
ホームページアドレス：http://www.tca.or.jp/universalservice/ 

（一社）電気通信事業者協会ホームページ 

（トップページhttp://www.tca.or.jp/からもご覧いただくこと

ができます） 

 

以 上 
 

http://www.tca.or.jp/universalservice/
http://www.tca.or.jp/
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Ⅰ．修正合算番号単価の算定 

＝ 

（１）H25.7～12月の間の要徴収負担金額の算出 （ Ａ－Ｂ－Ｃ＝Ｄ ） 

（２） （１）の負担金額徴収のための合算番号単価の算定 （ Ｄ÷E＝Ｆ ） 

修正合算 

番号単価 

2．8755…円  

修正番号単価の適用を開始する 

７月から12月までの予測算定対象 

電気通信番号の総数の合計 

1,305,756,320番号 

徴収すべき 
負担金総額 

前年度 
過不足額 

H25.1～6月 
（算定月）間の 
徴収予定額 

H25.7～12月 
（算定月）間の 

徴収すべき予定額 

●補てん対象額 

7,363,227,156円 

＋ 

●支援機関事務費 

68,476,536円 

＝ 

合計 7,431,703,692円 

－ -175,376,495円 － 

①H25.1月分 

635,266,245円 

 

② H25.2～6月分 

(予測算定対象電気通信
番号の総数の合計適用) 

3,216,994,002円 

 （3円×1,072,331,334番号） 

＝ 3,754,819,940円 

※ 総務省告示第429号第4条第2項に基づき、 

  整数未満を四捨五入とした 

3円 ※  

Ｂ Ａ Ｃ Ｄ 

H25.7～12月（算定月）間 
の徴収すべき予定額 

3,754,819,940円 

Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 
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Ⅱ-１．修正番号単価の算定  【ＮＴＴ東日本】 

（２）修正合算番号単価に(１)の算出額を乗じた後、修正合算番号単価算出時に導き 
   出したH25.7～12月間の徴収すべき額で除する  
                   （Ｆ×Ｄ東÷Ｄ＝ＮＴＴ東日本修正番号単価） 

（１）H24.7～12月の間で徴収すべき額を算出 （ Ａ東－Ｂ東－Ｃ東＝Ｄ東 ） 

 

徴収すべき 
負担金総額 

 
前年度 
過不足額 

 
H25.1～6月 
（算定月）間の 
徴収見込額 

 
H25.7～12月 
（算定月）間の 

徴収すべき見込額 

●補てん対象額 

4,318,999,498円 

＋ 

●支援機関事務費 

40,165,829円 

＝ 

合計 

4,359,165,327円 

－ -101,018,732円 － 

①H25.1月分 

372,623,924円 

 

② H25.2～6月分 

(予測算定対象電気通信番
号の総数の合計適用) 

1,886,970,918．14610円 

（１.75969018円 

      ×1,072,331,334番号） 

 

＝  2,200,589,216．85390円 

 
修正合算番号単価の 

H25.7～12月（算定月）間 
の徴収すべき見込額 

3,754,819,940円 

× 

＝ 1．758211513・・・ 円 

 

修正合算 

番号単価 

3円 

÷ 

Ａ東 

 
H25.7～12月 
（算定月）間の 

徴収すべき見込額 

2,200,589,216．85390円 

Ｂ東 Ｃ東 Ｄ東 

Ｄ東 Ｄ Ｆ 

※ 総務省告示第429号第4条第1項に基づき、 

 小数点以下第８位未満を四捨五入とした 

1．75821151 円 
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Ⅱ-２．修正番号単価の算定  【ＮＴＴ西日本】 

（２）修正合算番号単価に(１)の算出額を乗じた後、修正合算番号単価算出時に導き 
   出したH25.7～12月間の徴収すべき額で除する  
                   （Ｆ×Ｄ西÷Ｄ＝ＮＴＴ西日本修正番号単価） 

（１）H25.7～12月の間で徴収すべき額を算出 （ Ａ西－Ｂ西－Ｃ西＝Ｄ西 ） 

 

徴収すべき 
負担金総額 

 
前年度 
過不足額 

 
H25.1～6月 
（算定月）間の 
徴収見込額 

 
H25.7～12月 
（算定月）間の 

徴収すべき見込額 

●補てん対象額 

3,044,227,658円 

＋ 

●支援機関事務費 

28,310,707円 

＝ 

合計 

3,072,538,365円 

－ -74,357,763円 － 

① H25.1月分 

262,642,321円 

   
② H25.2～6月分 

(予測算定対象電気通信番
号の総数の合計適用) 

1,330,023,083．85390円 

（１.24030982円 

      ×1,072,331,334番号） 

 

＝ 1,554,230,723．14610円 

 
修正合算番号単価の 

H25.7～12月（算定月）間 
の徴収すべき見込額 

3,754,819,940円 

× 

＝ 1．241788486・・・ 円   

 

修正合算 

番号単価 

3円 

÷ 

Ａ西 

 
H25.7～12月 
（算定月）間の 

徴収すべき見込額 

1,554,230,723．14610円 

Ｂ西 Ｃ西 Ｄ西 

Ｄ西 Ｄ Ｆ 

※ 総務省告示第429号第4条第1項に基づき、 

 小数点以下第８位未満を四捨五入とした 

1．24178849 円 
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